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ABSTRACT
　筆者らは，外国人家庭・国際結婚家庭での乳幼児の子育てにおける母語保持を理念の一つとした子育
て支援として，「外国人ママ・国際結婚ママのためのおしゃべり交流会」を実施している。本稿は他地
域でのネットワークを広げ活動への示唆を得るため，国内外における母語保持の事情と取り組みを，文
献を中心に収集し，報告するものである。母語保持の背景を概観した後，海外における母語保持の事情
の一端として，ユネスコの取り組み，カナダのトロント市の乳幼児センター，およびアメリカの国立継
承語リソースセンターの活動を挙げ，また国内の例として年少者日本語教育から生まれた母語支援と，
在日外国人による相互扶助としての支援を取り上げる。
 Authors have been involved with International Mothers Chatting Party (IMCP), which is the parenting 
support for international mothers with infants and babies, with the idea of mother tongue preservation. This 
paper centers on reporting the overview of the international and national efforts of mother tongue 
preservation in parenting through document investigation aiming to find suggestions for our actions. After 
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研究ノート　RESEARCH NOTE
1．はじめに
1.1  “International Mothers Chatting Party”
とその課題
　子育て中の母親の孤立の問題は，「ワンオペレー
ション育児」といった社会現象にも見られるよう
に，公的私的を問わずその支援の必要性が叫ばれ
て久しい。外国籍や国際結婚の背景を持つ母また
は保護者は，情報や資源の不足やネットワークを
形成する機会の少なさから孤立の問題がさらに深
刻化しやすい。さらに，国際的には母語媒体
（mother tongue medium, MTM）（注 1）の維持教育の
重要さ（Skutnabb-Kangas, 1984/2007, 2008）が言
われて久しく，また発達早期である乳幼児期が母
または保護者と子どもの関係性が心理発達に大き
な影響を及ぼす時期（Winnicott, 1967; Jacobson, 
1964）であることは子育て支援の常識となってい
るが，実際には日本人ではない母または保護者の
母語や母国文化を継承するための支援が十分なさ
れているとは言い難い状況にある。それでも，
Maherと史 杰が報告した，英語を家庭言語の一部
として持つ児童の両親と教員が実践していたバイ
リンガル教育に関するプロジェクト（Maher, 
2007; 史 杰，2009,他）に見られるように，英語
を代表とする一部の言語では，修学児を主な対象
とした私的，公的支援が存在する場合もあるが，
他言語や乳幼児期の子育てにおいては十分とは言
えない。このため筆者らは三鷹市において，外国
人家庭および国際結婚家庭の母親のうち，特に幼
児教育前・就学前の乳幼児の子育てを支援する目
的で，ボランティア組織Mamatomo-café主催によ
る “International Mothers Chatting Party” （外国人マ
マ・国際結婚ママのためのおしゃべり交流会，以
下 IMCP）を2012年より実施している。母親が自
身の母語で子育てすることの支援を理念の一つ
に，多様な相談やニーズに対応できるよう，海外
子育て経験者や臨床心理士，助産師，看護師，市
議や言語学者がスタッフとして参加している（栗
田・鈴木，2015）。
　IMCPの活動の詳細は「“International Mothers 
Chatting Party” の実践―外国人家庭・国際結婚家
庭の母語と子育ての支援として－」（栗田・鈴木，
2015）に詳しく報告したが，IMCPの参加者の中
には，夫や夫の家族，子育て支援施設などで日本
語での子育てを勧められた体験から，母語で子ど
もに語りかけることを自らに禁じていた人も多
く，IMCPへの参加を通じて母語で語りかけるこ
との意味を見いだし，子育てへの安心感や自信を
とりもどした参加者は多い。一方また，短いサイ
クルで国内外への転居を経験する参加者も多い。
そのため新しい転居先でも母語保持への支援が得
られるよう，紹介できる資源を増やすことが課題
となっている。
　本研究ノートでは，外国籍や国際結婚の背景を
持つ乳幼児の子育て中である母または保護者へ
の，国内外における母語保持の事情と取り組みや
現状を文献を中心に収集し報告することで，
Mamatomo- caféの活動の方向性への示唆を得るこ
とを目的とする。
1.2　 外国に居住する母または保護者への母語保
持の概観
　はじめに，母または保護者の母語が滞在国の少
数派言語である場合の，乳幼児の子育てにおける
母語保持の背景を概観したい。
　保護者の子育てにおける母語使用の動機や実情
また支援へのニーズは，母語の持つ「いわゆる社
会的な価値」（坂本，2014）をはじめ，母語に関
わる政治，宗教，文化的な背景と，保護者の母語
と母文化へのアイデンティティのありかた，滞在
国の方針，滞在国の母語地域コミュニティの有無，
将来帰国する予測の度合い，両親の母語と家庭内
outlining the background of mother tongue preservation, we will introduce the efforts by UNESCO, the 
example of the Early Years Center in Toronto, Canada, and the activities of American National Heritage 
Language Resource Center as international efforts. Then we will examine mother tongue support born of 
Japanese language education for juveniles and mutual assistance by foreign residents in Japan.
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言語の構成，またバイリンガル教育や母語保持の
知識の量に大きく左右されると考えられる。
　近年のグローバル化による英語能力への高評価
にみられるように，社会での言語の価値に違いが
あることは否めない（坂本，2014）。東南アジア
の国出身の IMCP参加者には，来日後の体験から
日本語や英語に比べて自らの母語の価値を低く評
価し，子どもに一度も母語で語りかけたことのな
い母親もいた。カタルビアーノ宮本（2014）によ
ると日系ペルー人，ベトナム人，カンボジア人の
事例では，母または保護者の母語の言語的価値と
母語文化への評価の低下により，子どもが母語を
話すことを避けることも生じているという。
　宗教や政治，文化的背景も母語保持の動機と支
援の有無に大きく関わる。一例を挙げると，ユダ
ヤ教ではユダヤ教的文化を子孫に継承することは
宗教的な義務とされるため，世界のどこにいても，
家庭内教育や幼児教育からユダヤ教的伝統を子ど
もに提供する強い動機となるとともに，宗教的使
命を共有する滞在国のコミュニティが大きな支援
となっている場合が多い（大塚，2013）。滞在国
に母国語のコミュニティがある場合も，母親が母
語に触れる機会が多くなることで，結果として母
語による子育てのへ支援となっている場合も多い
（坂本・宮本，2014）。また，モレラス松原（2009）
が問題提起している，大半の在日ブラジル人の子
どもの言語教育環境が両親の帰国の予測と経済事
情により，日本語のみかポルトガル語のみとなる
ことからも，帰国の予測は大きな要因の一つであ
ると言える。
　子どもの両親の母語の構成も，母語保持への動
機や支援資源に大きく関わっている。夫婦が共通
の母語を持つ場合は，そうでない場合よりも，滞
在国の言語との社会的価値づけに関わりなく，比
較的母語の保持への関心が高い傾向が見られる
（片岡他，2008）。特に子どもが就学する前には，
母国のアイデンティティ保持や母国の親族との繋
がりなど重視して，積極的に家庭内の母語環境を
夫婦が協力して整えようとする傾向が高いようで
ある（坂本，2014）。その一方，片岡（2008）の
紹介する在米日本人夫婦の事例では，積極的に日
本語教育に取り組む母または保護者がいる一方
で，日本語を教えるという意識が全くなく後に後
悔している者もあり，保護者個人の母語保持とバ
イリンガル・マルチリンガル教育の知識の有無が
母語保持に大きく関係していることが示されてい
る。
　以上より，外国に居住している母または保護者
の母語が「いわゆる社会的価値」が低いと認知さ
れており，母語の背景に強い宗教や政治，文化的
な継承の動因が存在せず，滞在国で母国語のコ
ミュニティにアクセスしておらずまた夫婦のうち
のどちらかが滞在国の多数言語を母語としてい
て，母語継承の重要性の知識がない場合，最も子
育てにおける母語保持が困難となることが想定さ
れる。
2．海外の事例
　本節では，海外における母語保持の事情の一端
を，ユネスコの取り組み，カナダ・オンタリオ州
トロント市の乳幼児センター，およびアメリカの
国立継承語リソースセンターの活動を通して紹介
したい。
2.1　 ユネスコにおける母語を基盤としたマルチ
リンガル教育の推進
　発展途上国の教育開発において，ユネスコは地
域の少数民族の母語の保持を重視している。歴史
的には第二次世界大戦後，多くの発展途上国が独
立を果たす中で，ユネスコは1960年代から基礎
教育を支える取り組みを行ってきたが，同時に公
用語による教育が少数民族の言語・文化を圧迫す
るのを避け，少数民族の言語を守るために母語保
持のキャンペーンを行っている。毎年 2月には国
際母語デー（International Mother Language Day）の
イベントをパリで開催し，母語保持をうたうウェ
ブサイトを公開してきた。2015年に国連でSDG’s
（持続可能な開発目標）が採択されてからは，母語
保持とバイリンガル・マルチリンガル教育を目標
4の 中 に 位 置 づ け， 冊 子「MTB-MLE- Mother 
Tongue-Based Multilingual Education: Lessons Learned 
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from a Decade of Research and Practice」の発行，新し
いウェブサイト「Mother tongue matters for sustainable 
futures: Three case studies」公開と，発信を続けてい
る（注 2）。
2.2　 National Heritage Language Resource 
Center (NHLRC)
　アメリカのカリフォルニア大学にある国立継承
語資源センター（The National Heritage Language 
Resource Center: NHLRC）は，教育学部の言語資
源センターの一つとして設立された（National 
Heritage Language Resource Center, 2017）。NHLRC
は継承語の学習者への，効果的な教育アプローチ
の開発を目的としており，カリキュラムデザイン，
教材開発，教師教育など様々な分野での調査研究
と実践が行われている（NHRLC, 2017a, b）。また，
地域コミュニティの継承語維持に関与してきたボ
ランタリーまたはマイノリティコミュニティの調
査をすることで，継承語の教育への示唆と公的教
育との繋がりを探ることを試み，言語的少数者の
地域コミュニティが言語，文化および宗教の社会
的ネットワークとしての役割を果たしていること
を示すとともに，機能と意義のさらなる検討の必
要性を課題として示している。
2.3　オンタリオ州乳幼児センター
　移民を多く抱えるカナダやオーストラリア，
人々が国境を越えて移動するヨーロッパにおいて
は，国が政策を立てて母語の問題に対応している。
ここではカナダの例をあげたい。
　Raymundo（2013）が紹介しているように，カ
ナダ・オンタリオ州トロント市は，幼児を抱える
家庭の支援の事業所「Early Years Centre」（乳幼児
センター）を市内に20か所以上認定し，行政と
民間団体が連携をとりつつ活動を展開している。
これは，0歳から 5歳の乳幼児保育のカリキュラ
ムとプログラムを提供する，無償の保育塾のよう
な事業所である。このセンターのうち移民の多い
地区にあるDon Valley East Early Years Centreは特
に英語・フランス語以外の言語を母語とする利用
者が多いが，保護者が英語・フランス語話者で
あっても参加でき，その面でいわばユニバーサル
デザインともいえる（注 3）。
　保護者が英語・フランス語母語話者でない場合
の配慮として，英語の単語を自然に学べる工夫を
する―音楽CDプレーヤーのおいてある場所の上
に英語で「Music」と書いた紙を貼るなど―，利
用者の母国・母文化を尊重し民族衣装や道具を壁
に展示する，トロントでの生活案内的な内容の絵
本に 4か国語で文を添えた子供向け絵本のシリー
ズを書架に置くなどの例がみられる。遊具やカリ
キュラムは，発達心理学の理論に基づいて考案さ
れており，その理論的背景を，訪れた保護者に知
らせ，自宅でも同じように子どもを遊ばせたり運
動させたりするように促す。つまり「親教育」が
裏のカリキュラムとして位置づけられている。保
護者向けパンフレットを見ると，認知の発達を促
すために読み聞かせが奨励されているが，とりた
てて「母語で」と強調するのではなく，「図書館
では多種の言語による本・絵本が借りられる」と
記されているのみであったことが印象的である（注
4）。
3．国内の事例
　本節では，国内における母語保持の事情の一端
を，年少者日本語教育から生まれた母語支援と在
日外国人による相互扶助としての支援を通して紹
介したい。
3.1　年少者日本語教育の中から生まれた母語支援
　日本国内で母語で子育てをすることの重要性を
認識し，取り組みを実践しているのは，各地の自
治体で年少者日本語・学習支援にかかわるグルー
プである（注 5）。社会全体では，母語の重要性の
認知が低い中，子ども対象の母語教室のほか，外
国人家庭や国際結婚家庭の若い母親や保護者に，
母語で育てることの重要性を伝えるため，多言語
の絵本を提供したり，文化的なイベントを開催し
たり，啓発用のパンフレットを提供したりしてい
る。一部を紹介すると，日本で初めて母語の重要
性に着目した地域と言われている浜松市の
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「TOMO2（浜松外国人子ども教育支援協会）」，小
牧市の「にわとりの会」，多言語絵本のイベント
で知られる名古屋市「まなびや@kyuban」，秦野
市のブラジル人，ペルー人コミュニティと長くか
かわりのある上智大学短期大学部サービスラーニ
ングセンター，就学前教育にも力を入れている東
大和市の日本ペルー共生協会などがある。愛知県
多文化共生推進室は「母語教育サポートブック
『KOTOBA』」を発行し，母語の重要性の啓発を
行っている。東京都新宿区の「イクリスしんじゅ
く」は多言語絵本の会などを開催している。
　神戸は，阪神淡路大震災後の復興支援の中で，
早い時期から母語・母文化への注目が高く活動も
活発な地域として知られるが，ここに拠点をおく
ワールドキッズコミュニティは子どもの支援と共
にイベントや出版を通した啓発活動を，関西母語
支援研究会はウェブサイト「多文化な子どもの学
び」を通して啓発活動を行っている（注 6）。
3.2　在日外国人の相互扶助
　日本国内で，子育てにおける母語保持の大きな
支援となっているもう一つの存在は，在日外国人
の相互扶助コミュニティである。母国の政治的方
針と宗教両者の影響が背景にある例として，在日
インドネシア人のムスリム信者コミュニティがあ
げられる。インドネシアではすべての国民は政府
が公認する宗教を信仰することが義務付けられて
いるため，インドネシア国内では学校教育だけで
なく宗教教育もまた地域社会に根付いている（服
部，2009）。このため，日本にも主要宗教ごとの
組織団体があり，名古屋インドネシア・ムスリム
協会（KMI）もその一つである。KMIは毎月 2回
子どものための宗教教育を実施しており，乳幼児
を含む子どもとそのインドネシア人母親が参加
し，主催者で参加者でもあるインドネシア人の母
親が持ち回りで教師役をしながら，主としてアラ
ビア文字とクルアーン朗唱の学習などがなされて
いる（服部，2009）。一方，日本人と結婚してい
るインドネシア人女性が滞日中に参加している相
互扶助組織である，インドネシア人家族の会（ 
PKIY）のように宗教的背景を持たない団体もあ
る（吉田，2009）。PKIYはインドネシア人同士の
親睦と交流や日本文化の理解などを目的とし，育
児中の女性と年配の女性がともに参加しており，
母語と母文化へのアイデンティティ感覚を高めら
れることから，結果として母語保持への支援と
なっていると言えるだろう。
　また，宗教的なコミュニティの中でも，祖国の
アイデンティティ保持に重きを置いている団体も
ある。戸田（2001）の紹介するベトナム人神戸カ
トリック共同体は子どもに日本文化を身につけさ
せるとともにベトナム文化へのアイデンティティ
を子供が持てることを明確な目的としており，ベ
トナム語による定期的なミサや，子どもを対象と
したベトナム語教室，母であるベトナム人女性も
企画，参加する「アイデンティティ・キャンプ」
などの実施を通じて，ベトナム人としての自分の
根源を忘れないための様々な相互扶助的な活動が
行われている。
4．まとめ
　本稿では，国内外における乳幼児の子育て中の
母または保護者に対して，母語保持の取り組みを
行っている事例を紹介してきた。
　海外の事例として紹介したユネスコの取り組み
は，グローバルな視点で母語を基盤としたバイリ
ンガル・マルチリンガル教育を肯定する立場を示
し，アメリカの事例はそのための教育方法に多く
の関心が集まっていることを明らかにし，カナダ
の事例は，官民連携による外国人・国際結婚家庭
の支援の一つのモデルとなる。国内の事例では，
日本各地に，母語重視の取り組みを真剣に行って
いるグループのあること，その活動の成果が利用
可能であること，母語重視の意識は少しずつ日本
社会に広まっていることを示した。これらの事例
は，支援者にとっても，当人にとっても励ましと
なる。
　日本の社会には依然として，外国人・国際結婚
家庭に対して子育ては日本語でするのがよいとい
う圧力があるが，上記の事例でわかるように，母
語の重要性に対する意識はこれから少しずつ高
 Educational Studies 60
 International Christian University
107
まっていくと考えている。
　同時に，相互扶助も含め在日外国人の置かれて
いる状況から，母語を母文化アイデンティティの
一部と捉え，それらを誇りを持って感じられる体
験や生活の機会を持つことが，乳幼児期の子育て
における母語保持に大きく影響することが示唆さ
れた。今後は事例を通じてさらに実情と知見を詳
細にすることが望まれる。また，より質の高い子
育て支援を行うためにも，乳幼児の子育てにおけ
る母語保持の，母または保護者へのメンタリティ
や乳幼児の心理発達への意義が，より仔細に明ら
かにされることが必要であろう。
注
 1  母語とはTove Skutnabb-Kangas（1984/2007）に
よると，1）最初に学んだ言語，2）最もよく知っ
ている言語，3）最もよく使う言語，4）帰属意識
が感じられ，また他人からも母語話者として認め
られる言語と定義される。その後の論文では母語
は 1つとは限らないこと，人生の中で変化しうる
ことなどが議論されている。
 2  ここに紹介したウェブサイトは次の通り。 
 ・ International Mother Language Day 2017, UNESCO 
http://en.unesco.org/events/international-mother- 
language-day-2017
 ・ Multilingual Education（母語保持キャンペーン）
  http://www.asiapacificmle.net/
 ・ MTB-MLE - Mother Tongue-Based Multilingual 
Education: Lessons Learned from a Decade of 
Research and Practice
  http://bangkok.unesco.org/content/mtb-mle-
mother-tongue-based-multilingual-education-
lessons-learned-decade-research-and
 ・ Mother tongue matters for sustainable futures: 
Three case studies（UNESCO）
  http://bangkok.unesco.org/content/mother-
tongue-matters-sustainable-futures-three-case-
studies
  （2017年 8月29日参照）
 3  Don Valley East Early Years Centre のプログラム
  https://familydaycare.com/programs/family-
support-programs/ontario-early-years-centres/
 4  トロント市において乳幼児保育・教育の場面で母
語・母文化が尊重される背景は，家庭内言語が公
用語の英語・フランス語以外である比率が高いこ
とに加え，1970年代から英語・フランス語以外の
言語を母語とする住民の言語権に法律的な保護を
与えてきたことにもあると思われる。
 5  母語保持の重要性に気づかぬまま学校教育への適
応に主眼をおいて活動しているグループもある。
また「文化庁『生活者としての外国人』のための
日本語教育支援事業」（http://www.bunka.go.jp/
s h i n s e i _ b o s h u / k o b o / h 2 9 _ s e i k a t s u s h a _
gaikokujin_chiiki.html）の対象も「日本語習得を
通して日本の学校への適応を促すこと」である。
 6  日本語と同時に母語の育成が重要であることは，
2010年から2015年にかけて中島和子・櫻井千
穂・石井恵理子を講師に開催されたOBC/DRA
ワークショップにおいて主張されてきた（鈴木，
2013）。本節に紹介した母語重視の活動展開は，
主にこのワークショップで得た情報である。それ
ぞれの公式ウェブサイトは以下の通り。
 ・ 「TOMO2（浜松外国人子ども教育支援協会）」
  http://www.tomo2kodomo.com/index.html
 ・ 「母語教育サポートブック「KOTOBA」」
  http://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/ 
0000060441.html
 ・ 「にわとりの会」http://www.niwatoris.org/
 ・ 「まなびや@kyuban」https://www.facebook.com/ 
events/1761243237507992/
 ・ 「多言語絵本の会」http://www003.upp.so-net.
ne.jp/ehon-rainbow/
 ・ 「イクリスしんじゅく」https://www.facebook.com/ 
icris.shinjuku/
 ・ 「日本ペルー共生協会」http://ajape.org/index.
html
 ・ 「日本で子育てをする外国人の方へ」（上智大学短
期大学部サービスラーニングセンター）
  https://www.jrc.sophia.ac.jp/volunteer/service_
learning/for_parents/
 ・ 「ワールドキッズコミュニティ」http://tcc117.jp/
kids/
 ・ 「多文化な子どもの学び」（関西母語支援研究会）
  http://education-motherlanguage.weebly.com/
  （2017年8月29日参照）
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